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中小企業の新事業資金調達における
新しい手法の提案とその課題

〔平成19年度 中小企業懸賞論文入選作品〕

＜要　旨＞

90年代後半から企業の自己資本比率が上昇し、金融機関貸出率が低下してきた。しかし、大

企業に比べて中小企業の金融機関依存度は依然として高く、都市銀行が優良な中小企業への融

資に乗り出すなど、金融機関の優良企業の囲い込み競争は激しくなっている。

そのような環境の中で担保や保証に過度に依存しないABLやクイックローン等の新しい資金

調達手法が中小企業金融に貢献している。

しかし、多種多様な中小企業に個々に対応していくためには既存の資金調達手法だけでなく、

金融機関がさらに新たな手法を次々と創造していく必要がある。

そこで本論では、リレーションシップバンキングに着目し、新たな資金調達の手法を提案し

ている。金融機関がリレーションシップバンキングによって中小企業から得られる情報を運

用・活用する情報仲介機関としての機能を持たせることにより資金調達に活かすことができる

のではないかということを述べている。

ここではリレーションシップバンキングで得られた情報を大企業に仲介し、中小企業の新事

業資金調達の幾ばくかの負担を大企業にもしてもらい、新事業の業務提携をするという資金調

達モデルを提案した。

この資金調達モデルには法律やそれぞれの機関の能力などから問題点・課題が多く残るが、

金融機関のリレーションシップバンキングを基にした情報仲介機関としてとらえる視点によっ

て得られる可能性を示唆している。

本論の進め方としては、はじめに金融機関で行われている新しい資金調達手法の現状を述べ

ている。次にリレーションシップバンキングを基本とした金融機関を情報仲介機関とみなす考

え方を論じている。さらにその考え方から可能となる資金調達手法を提案し、その手法の利点、

問題点、課題を検討している。最後に金融機関の情報仲介機能の展望を述べている。
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はじめに

近年、地域金融機関を初めとする金融機関が

新たな手法を用いて中小企業への融資・支援を

行っている。例としてはＡＢＬ等の動産を担保

に融資する手法や、クレジットスコアリング融

資（以下、クイックローン）のような無担保・

無保証での融資が挙げられる。このような手法

は不動産担保や保証に過度に依存しないことを

特徴としたものである。

しかし、ＡＢＬについて見ると、30.2％の中小

企業がＡＢＬを知らないと答え、59％の中小企

業がＡＢＬを利用するつもりはないと答えてい

る。1また、ＡＢＬは流動性の高い資産の実態把

握が難しく、管理コストや資産の鑑定が可能な

人材の不足など難点がある。

クイックローンについてみると、比較的小規

模で自己資本比率の低い企業を中心に浸透して

いるものの 2、統計によるデータで融資審査を

行うために業況の厳しい分野等で金利が高くな

る、貸出に限度制限があることなどから、中小

企業の資金調達の補完的役割を果たしているに

過ぎない。

これらの手法は中小企業金融において効果を

挙げているものの、多種多様な中小企業に対応

し、効率的かつ良質的な融資を行うためには、

金融機関はさらに新しい融資手法を創造し続け

ていく必要がある。

そこで本論ではリレーションシップバンキン

グに着目する。上述のような多種多様な中小企

業に応じていくには個々の中小企業と親密な関

係を築いていくリレーションシップバンキング

の概念が重要な役割を果たしうると考えるから

である。リレーションシップバンキングでは、

金融機関が決算書類等の財務情報だけでなく、

定量化されない非財務情報をも取得・蓄積して

いくことが可能となる。それにより中小企業の

より細やかな把握、分析が出来るのである。
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この考え方を踏まえると、金融機関がこれら

の財務、非財務情報を活かした新たな融資手法、

すなわち企業の資金調達手法を構築することが

可能なのではないだろうか。

そこで、この観点から金融機関が持つ中小企

業の財務・非財務情報を活かし、大企業（中堅

企業を含む）との提携を考慮に入れた中小企業の

新たな新事業資金調達の可能性を模索していく。

まず、リレーションシップバンキングの考え

方から金融機関を単なる金融仲介機関としてみ

なすのではなく、同時に情報仲介機関であると

みなす視点を取り入れていく。その上で可能と

なる資金調達モデルを示し、次に中小企業、大

企業側、双方から見た利点を挙げ、推測される

問題点、課題を検討していく。最後に情報仲介

機関としての金融機関の展望を論じている。

なお、これから論じるのは、ある程度のノウ

ハウや経験知を持つ中小企業の新事業における

資金調達手法に関するものである。

１．金融機関の役割の見直し

ここでの金融機関とは中小企業に対して資金

を供給している銀行や信用金庫等をさす。一般

的に金融機関は個人の預金を集めて、顧客であ

る企業への貸し付けで利子を稼ぎ、個人に金利

として還元する金融仲介機能を持っている。こ

のような間接金融で資金調達をしている中小企

業は多く、中小企業金融には欠かせない役割を

担っている。

大企業と中小企業の自己資本比率の割合は上

昇傾向にあるが 3、中小企業の金融機関からの

借入比率は依然として高いままである。大企業

の財務体質が改善したことでクイックローン等

によって都市銀行が中小企業にまで融資を拡大

しており、優良企業への融資競争は激しくなっ

ている。

しかし、中小企業の財務体質は改善している

ものの、大企業に比べると脆弱である。そこで

金融機関は不良債権を抱えないためにも顧客で

ある中小企業を様々な角度から知る必要があ

り、分析し、各々の中小企業にあった融資手法

を用いなければならない。そのような理由から

リレーションシップバンキングが重要となって

くる。

2003年3月27日に金融庁金融審議会から公表

された「リレーションシップバンキングの機能

強化に向けて」ではリレーションシップバンキ

ングを以下のように述べている。

「リレーションシップバンキング」について

は、必ずしも統一的な定義は存在しないが、金

融機関が顧客との間で親密な関係を長く維持す

ることにより顧客に関する情報を蓄積し、この

情報を基に貸出等の金融サービスの提供を行う

ことで展開するビジネスモデルを指すのが一般

的である。

米国等における理論的研究によれば、リレー

ションシップバンキングの本質は、貸し手と借

り手の長期的に継続する関係の中から、外部か

ら通常は入手しにくい借り手の信用情報が得ら

れることにより、貸出に伴う貸し手、借り手双

方のコストが軽減されることにあるとされるこ

とが多い。―省略― 4
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ここで着目したいのは、リレーションシップ

バンキングによりコストが軽減されることでは

なく、リレーションシップバンキングによって

「顧客に関する情報を蓄積」、「外部から通常は

入手しにくい借り手の信用情報が得られる」こ

とである。

金融機関が、この蓄積した情報を融資審査に

だけでなく、積極的に運用することで新たな融

資に活かすことができるのではないだろうかと

思われる。

すなわち、リレーションシップバンキングに

よって蓄積した中小企業の情報を大企業に仲介

することにより、中小企業の資金調達の幾ばく

かの負担をしてもらうことができるのではない

かと考えた。

図1 新しい資金調達手法モデル

２．新たな資金調達モデルの可能性

この金融機関の情報仲介機能を活かすことが

できると思われるケースは、以下のようなある

程度の経験知やノウハウを持つ中小企業が新事

業を始める場合である。

まず、新事業の企画を持つ中小企業が通常よ

りリレーションシップバンキングを行っている

金融機関に新事業の情報を提示し、金融機関が

そのアイディアを精査・分析し、実行可能かど

うかを判断する。金融機関はその企画とこれま

で蓄積してきた中小企業の情報を基に金融機関

が新事業に興味を持ってくれる大企業を探し出

し、中小企業との提携を打診する。大企業が承

諾すると、金融機関の仲介で大企業と中小企業

の提携を進めるというモデルである。

従来の企業提携との違いは、企業間に金融機

関が入り、大企業に融資の何分の一かを負担し

てもらうことである。金融機関が間に入ること

で中小企業の中立の情報や企画の可能性、課題

などを大企業に提供することができ、中小企業

の信頼性を高めることができる。また、大企業

の協力を仰ぐことで中小企業は少ない負担で資

金調達が出来る。さらに、中小企業は大企業と

の間にノウハウや技術、特許、成功時のOEM

供給の契約等を結ぶ一方で、大企業と流通網や

マーケティングの協力を取り付けるという業務

提携の形をとることも可能である。

これらの関係が上手く構築されるためには、

いくつかの条件がある。

第一に大企業にも魅力のある事業であるこ

と、第二に中小企業側に信頼のおけるだけの経

験知・ノウハウ等が在ること、第三に金融機関

と中小企業との間に充分にリレーションシップ

バンキングが行われていることである。

３．中小企業からみた利点

この方法で資金調達したとき、中小企業には

次の利点がある。

まず、少ない負担で資金調達ができることで

ある。金利の負担が減るだけでなく、大企業と

組むことで信頼性が増し、金利をさらに低く抑

えられる可能性もある。また、情報仲介をした
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金融機関以外からの資金調達をする場合にも有

利に働くことも見込まれる。さらに、リレーシ

ョンシップバンキングが強化されることで中小

企業は財務体質を改善する必要性から健全な経

営状態に近づくことが出来る。

非財務面から見ると、大企業の流通網やマー

ケティング手法を取り入れることで新事業への

参入は比較的易しいものとなり、中小企業単体

では到底出来ない規模での事業展開をすること

が出来る。

４．大企業からみた利点

大企業がこの資金調達モデルを利用する最大

の利点は少ないコストで新事業への拠点を築く

ことが可能なことである。

中小企業基本法第3条には中小企業の特徴に

ついて、「―多数の中小企業者が創意工夫を生

かして経営の向上を図るための事業活動を行う

ことを通じて、新たな産業を創出し、―省略―」

として中小企業が新産業の創出の可能性を持っ

ていることを述べている。中小企業は大企業に

比べて株主の意向に大きく左右されず、多様で

柔軟に活動出来るために、新たな産業を創出す

る環境が整っているといえるのである。

一方で、大企業は株主からの影響から不確実

性の高い新事業には着手し辛い難点がある。し

かし、このモデルを用いれば比較的少ない資金

で新事業へ踏み込むことが出来る。融資を自社

株の差し入れで賄うことも考えられる。さらに、

事前の契約を交わしておけば、成功時の特許や

ノウハウなどの取得、OEM供給が可能であり、

中小企業に先だって参入させることで新事業の

有用性を判断することも可能である。

さらに、情報仲介機能を持つ金融機関を介

することは、大企業側からすると提携先の中

小企業を監査するモニタリングコストや時間

を節約することができ、金融機関のリレーシ

ョンシップバンキングによる情報を参照する

ことで、提携が適切かどうかを判断する材料

ともなりうる。

５．金融機関からみた利点

次に、金融機関の利点について見ていく。金

融機関はこの情報仲介機能の役割を担うことで

中小企業とのリレーションシップバンキングが

促進され、中小企業とのさらなる絆を強化する

ことができる。また、中小企業の財務体質の改

善を進めることが出来れば優良顧客を増やすこ

とにつながる。また、大企業の協力で提携先の

効率的事業を促進でき、新事業の情報を有利に

把握することで新事業における新たな融資先の

発掘も見込める。

財務面では大企業と中小企業の双方が資金調

達の負担を行うので、リスクの分散効果が期待

できる。

６．中小企業からみた問題点・課題

それでは、この資金調達モデルから推測され

る問題点・課題をみていく。

まず、中小企業は事業の規模が広がるものの、

事業が失敗した場合の信用失墜が大きくなる可

能性があるほか、情報を仲介金融機関だけでな

く、大企業側にも開示する必要があるので、提

携の承諾が得られなかった場合や事業失敗時の

情報漏れのリスクがある。

さらに、新事業で思うように効果が上がらな
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かった場合は、大企業が早々と撤退し、事業の

展開を諦めざるを得ない状況に追い込まれる可

能性がある。そうなれば中小企業は単独で事業

を始めた場合よりも大きな負担を負うかもしれ

ない。

そのような事態を防ぐために中小企業側はあ

らゆる対策を打つ必要がある。

まず、情報をすべて開示してしまうのではな

く、ある程度金融機関に留めておく必要がある。

それは事前に金融機関と協議しておくことが望

ましい。

大企業が撤退する場合に備えるには金融機関

と協力して提携以前に債権や債務、不履行の詳

細に至るまで契約を結ぶべきである。また、成

功時にノウハウや特許を提供する場合には特許

申請するほか、ノウハウを不正競争防止法の営

業秘密不正行為で法律武装することが必要とな

る。また、リレーションシップバンキングでつ

ながりのある金融機関とも事業成功時、失敗の

場合に備えた契約を交わしておくことも必須と

なる。

７．大企業からみた問題点・課題

大企業は事業失敗時の負担が減るものの、金

融機関を仲介するといった契約の複雑さから債

権、債務、不履行等で争いになる可能性もある。

また、新事業に着手した際、撤退時期を計るの

が難しく、撤退が契約に阻まれる可能性がある。

財務面では、資金を供給する場合に株式の差

し入れを行うことも考えられるが、株価の評価

額によって差し入れる数量を金融機関と調整し

なくてはならない。さらに、撤退時に中小企業

から供給されたノウハウや経験知を今後どの程

度利用可能なのかを事前にはっきりさせておく

必要がある。

その上、大企業は金融機関から情報が提供さ

れ、モニタリングコストが軽減されるものの、

その情報が正確であるのか、隠匿されていない

かどうかを監視しなくてはならない。特に撤退

するかどうかの事態が起きた場合に事実が隠さ

れやすくなる。それを見抜くことも大企業側に

求められる。

これら大企業側のリスクは詳細な契約と監視

能力で対策を打つべきである。中小企業との契

約だけでなく金融機関との契約も事業の成功

時、失敗時に至るまで協議しておかなくてはな

らない。財務面以外の情報提供についても詳細

に契約を交わしておく必要があるだろう。

８．中小企業と大企業の課題

この資金調達モデルを用いて事業が成功をし

たときに最大の問題となるのは、両社の棲み分

けをどうするのかということである。事業が成

功すれば、先に進出している中小企業のノウハ

ウや経験知を基に大企業は表立って参入してい

くだろう。例え中小企業とOEM供給契約を結

んでいたとしても、シェアや認知度を争えば、

たちまち大企業の方が有利に動くことが出来

る。中小企業は生き残るために、大企業の「下

請化」してしまうことも考えられなくない。

事前に契約を交わして明確な棲み分けを提示

しておくことも手段の一つであるが、その新事

業の競争が激化した場合に過去に設定した棲み

分けが効率的な働きをするとは限らない。

最も良い解決策だと思われるのはこの中小企

業が大企業との関係を資金調達と初期の協力だ
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けと割り切ってしまうことである。中小企業が

成功した新事業を足がかりに他の事業に踏み切

ることが可能ならば、この資金調達モデルを利

用することで一定の利益を確保し、次の事業に

つなげていくことが出来る。

あるいは、中小企業が大企業にノウハウや経

験知を供給したとしても中核的な技術を温存し

ておくなどして大企業との差別化が出来るなら

ば、棲み分けをすることなくても大企業と対等

に競争することも可能である。

すなわち、金融機関での資金調達という関係

を介しながらも双方が独立した戦略をもち、互

いに利用しあうことで、双方が利益を享受し、

最大化することが出来るのである。

９．金融機関の問題点・課題

金融機関最大の問題は大企業と中小企業と

の契約が複雑化することである。事業失敗時

に双方から資金を回収しなくてはならず、そ

の場合の詳細を入念に協議しておかなくては

ならない。

さらに、リレーションシップバンキングによ

って中小企業の情報を蓄積・分析・運用しなく

てはならないが、その情報を大企業側にどこま

で開示するのか、大企業に対して情報提供する

ときにどのように中立の立場を保っていくのか

ということも課題としてあげられる。

それ以前にリレーションシップバンキングに

よって非財務情報を集めなくてはならず、その

ような情報を収集し、冷静な分析の出来る人材

をどう確保していくのかという問題もある。ま

た、中小企業の企画する新事業に興味を持って

くれる大企業の情報を普段からどう蓄積してお

くのかということも課題である。

つまり、金融仲介機関であると同時に情報仲

介機関の役割も果たさなくてはならず、そのた

めに多大な情報を蓄積しておかなくてはならな

いこととなる。

このように金融機関が情報仲介機関となるた

めには相応の時間やコストがかかる。しかし、

うまく情報を運用することができれば、リレー

ションシップバンキングや資金調達、融資先発

掘を行うための強みに変えることができる。

近年、大企業と中小企業の財務体質が改善傾

向にあり、今後、企業が直接金融を促進し、自

己資本比率を高めていくことになるのは必至の

ことだと思われる。金融機関がそのような環境

の中で優良な融資先を確保していくためには、

企業のニーズを把握し、対応していく必要があ

る。このように柔軟に動いていくためには金融

機関が情報仲介機能を持つのは有効であると考

えられる。

金融機関が情報仲介機能を整備していくため

には、財務はもちろんのこと、法律や非財務情

報、リレーションシップバンキングを行える人

材を確保し、教育していかなくてはならない。

また、情報を秘匿されないためにもリレーショ

ンシップバンキングの一層の強化を行い、融資

が簡便になることで起きる中小企業側のモラ

ル・ハザードにも対応していくべきであろう。

このような情報仲介機能を維持するための費

用をどこから捻出していくかということも課題

である。上述の資金調達モデルで、仲介料を取

るとすれば、中小企業から取るのか、大企業か

ら情報提供料という形で負担してもらうのか等

も検討する必要がある。
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１０．リレーションシップバンキングによ

る新しい資金調達の展望

このように、金融機関がリレーションシップ

バンキングで得られる情報を活用して中小企業

の新たな資金調達手法を構築していくことは、

中小企業だけでなく、金融機関、大企業にもよ

り良い効果をもたらし、中小企業金融の発展を

もたらす可能性を持っているのではないかと考

える。

これまで述べてきたような金融機関の情報の

蓄積は、おそらく現在の金融機関でも日常的に

行われていると考えられる。しかし、情報仲介

機関を作りあげていくという目的を持って情報

を蓄積していくことは、金融機関が情報を運用

していく上で有効である。さらに情報仲介機能

が金融仲介機関としての役割を効率的で質の良

いものにすることが可能になると考えられる。

そして、上述した資金調達手法を実行すると

しても、これからの企業のニーズに答えていく

ためにもリレーションシップバンキングが基礎

となり、重要な役割を果たすことは間違いない。

その上で課題となるは、金融機関がリレーショ

ンシップバンキングをどう行い、どれだけ本来

の金融業務に活かしていくことが出来るかなの

である。

本論では、リレーションシップバンキング

で取得・蓄積される情報に着目し、考えられる

新たな資金調達手法について模索してきた。こ

の新たな資金調達手法には様々な課題が取り残

されてしまうが、金融機関を情報仲介機関とし

てみなす考え方は新しい視点をもたらすと思わ

れる。

すなわち、金融機関が情報仲介機関としての

機能をもつという考え方は、上述の資金調達手

法以外の手法を生み出すことも可能であると考

えられる。

その結果として、個々の中小企業に対応した

様々な中小企業金融の構築を促進し、あらゆる

資金調達を可能にする。それは新たな産業を生

み出すという中小企業の特徴を発揮することに

つながり、一層、中小企業の活性化を望むこと

が出来るであろう。
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